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表 33 慈恵会病院入院患者の入院経路と退院先（平成 19年 9月 1日～30 日） 

入院前の場所（どこから） 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※1：「自宅」には病院・一般診療所への通院、在宅医療も含む。 
資料：慈恵会資料より明治安田生活福祉研究所作成 

 
（３）まとめ 

以上 2 つの事例から、以下のことが参考になると考えられる。 
ⅰ）パス策定にあたっては、公が企画し音頭を取る、または参画することで、多く

の機関の参加が促され、パスが普及しやすい。民だけではライバル心があるだ

けに無用の疑心暗鬼を産みやすく、公のリーダーシップが重要。 
ⅱ）しかし具体的にパスを作成する段階で、公だけで策定するのは無理。現場で使

う層にパス作成を任せなければ現場で使われにくい。 
ⅲ）パスは連携の障害となっている情報共有体制の不整備およびルールの欠如につ

いて、有力な解決策となると考えられる。これを成功させるためには、現場で

使う層に作成させ、患者や家族の安心感の向上やそれに伴う入退院の円滑化、

医療従事者の満足度向上など、利用目的を明確にして現場が使うインセンティ

ブを付与することが重要。 
ⅳ）パスの利用者がパスの使い勝手に関するフィードバックを行い、改善する仕組

み作りが、普及するポイント。フィードバックの際には、パス利用が面倒など

の単なる愚痴ではなく、具体的改善策も併せて挙げる工夫が必要。 
ⅴ）パスは有効な地域連携ツールの一つであるが、これを一層効果ならしめるため

には、併せて合同勉強会や退院前ケアカンファレンスへの参加などが必要。こ

れにはパス策定をきっかけとして、更なる多機関同士の協力が必要であり、そ

のためにも公の後押しは重要。 

新入院患者 総計 １０２人 

グループ内からの入院 １７人 

医療機関 ３人 

老健 １２人 

特養 １人 

ケア付住宅 １人 

その他施設 ０人 

グループ外からの入院 ５９人 

医療機関 ５９人 

老健 ０人 

特養 ０人 

ケア付住宅 ０人 

その他施設 ０人 

自宅（※１） ２６人 

退院後の行き先（どこへ） 

退院患者 総計 １０７人 

グループ内への退院 １６人 

医療機関 ４人 

老健 １０人 

特養 １人 

ケア付住宅 １人 

その他施設 ０人 

グループ外への退院 ２６人 

医療機関 ６人 

老健 ２人 

特養 １人 

ケア付住宅 ６人 

その他施設 １１人 

自宅（※１） ６５人 
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ⅵ）中小病院であっても、地域連携の牽引役を担うことは可能。かえって後方病院

のほうが小回りもきき、急性期の中核病院や、退院後の介護・福祉関係機関と

の繋がりもあり、一連のケアの中で川上と川下を結ぶ中心的存在となりうるた

め適任。 
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